
株主・投資家通信

2019年９月１日～2020年８月 31日

2020年８月期 決算のご 報告

証券コード：3815

https://www.mkb.ne.jp/

連結キャッシュ・フロー計算書（要旨）  （単位：千円）

科　　目
当　期

2019年9月  1日から
2020年8月31日まで

前　期
2018年9月  1日から
2019年8月31日まで

営業活動によるキャッシュ・フロー 56,258 107,960
投資活動によるキャッシュ・フロー △166,586 △13,087
財務活動によるキャッシュ・フロー 307,527 110,905
現金及び現金同等物に係る換算差額 1,429 △4,663
現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 198,628 201,115
現金及び現金同等物の期首残高 2,302,339 2,101,224
現金及び現金同等物の期末残高 2,500,968 2,302,339

( ) ( )

科　　目 当　期
（2020年8月31日現在）

前　期
（2019年8月31日現在）

（資産の部）
　流動資産 2,874,347 2,679,905
　固定資産 353,868 407,416
資産合計 3,228,215 3,087,321

（負債の部）
　流動負債 1,174,245 949,387
　固定負債 864,114 789,915
負債合計 2,038,359 1,739,302

（純資産の部）
　株主資本 1,195,363 1,351,424
　その他の包括利益累計額 △5,507 △6,564
　非支配株主持分 ― 3,159
純資産合計 1,189,856 1,348,019
負債純資産合計 3,228,215 3,087,321

連結貸借対照表（要旨） （単位：千円） 売上高 （単位：百万円）

経常利益 （単位：百万円）

親会社株主に帰属する当期純利益 （単位：百万円）

純資産 （単位：百万円）

商 号 株式会社メディア工房
所 在 地 〒107-0052

東京都港区赤坂4-2-6 住友不動産新赤坂ビル12階
TEL：03-5549-1804　FAX：03-3586-4480

設 立 1997年10月
資 本 金 451百万円
事 業 内 容 デジタルコンテンツの制作、配信事業、eコマース等に

よる物販事業

従 業 員 数 92名（連結）

発行可能株式総数 45,200,000株
発行済株式の総数 11,300,000株
自 己 株 式 の 総 数 1,221,077株
株 主 数 3,161名（前期末比　256名減）

事 業 年 度 毎年9月1日から翌年8月31日まで
定 時 株 主 総 会 11月
基 準 日 8月31日
公 告 方 法 電子公告により当社ホームページ

（https://www.mkb.ne.jp/）に掲載いたします。
ただし、事故その他のやむを得ない事由によっ
て電子公告による公告をすることができない場
合は、日本経済新聞に掲載いたします。

株 主 名 簿 管 理 人 東京都千代田区丸の内一丁目4番1号
三井住友信託銀行株式会社

同 事 務 取 扱 場 所 東京都千代田区丸の内一丁目4番1号
三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

　（郵便物送付先） 〒168-0063
東京都杉並区和泉二丁目8番4号
三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

　（電話お問合せ） 0120-782-031（フリーダイヤル） 23
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連結損益計算書（要旨）  （単位：千円）

科　　目
当　期

2019年9月  1日から
2020年8月31日まで

前　期
2018年9月  1日から
2019年8月31日まで

売上高 1,798,549 1,943,617
　売上原価 961,732 1,042,603
　売上総利益 836,816 901,013
　販売費及び一般管理費 846,397 864,543
営業利益又は損失（△） △9,580 36,469
　営業外収益 4,019 12,251
　営業外費用 13,002 8,178
経常利益又は損失（△） △18,563 40,542
　特別利益 ― 12,746
　特別損失 102,098 ―
税金等調整前当期純利益又は純損失（△） △120,661 53,289
　法人税、住民税及び事業税 1,761 14,833
　法人税等還付税額（△はプラス） △13,094 ―
　法人税等調整額 42,414 25,539
当期純利益又は純損失（△） △151,742 12,915
非支配株主に帰属する当期純利益 △2,270 △9,636
親会社株主に帰属する当期純利益又は純損失（△） △149,471 22,552

( ) ( )

財務諸表（連結） 財務ハイライト 会社概要（2020年8月31日現在）

株式関連情報（2020年8月31日現在）
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　テクノロジーは日々驚くべきスピードで世界的に進化し続けていま
す。私たちはこうしたテクノロジーの進化こそが人々に新しいコミュ
ニケーションをもたらすと信じています。私たちのミッションは、デ
ジタルコミュニケーションを通じて人々を心から楽しませ、不安や悩
みを解決する一助となり、世界的に人々が豊かな人間関係を構築し社
会がよりよくなるきっかけとなることです。

損益計算書（要旨） （単位：千円）

科　　目 当　期
（2020年8月31日現在）

前　期
（2019年8月31日現在）

（資産の部）

　流動資産 2,848,916 2,602,622

　固定資産 360,399 518,034

資産合計 3,209,316 3,120,656

（負債の部）

　流動負債 1,165,022 933,435

　固定負債 864,114 789,915

負債合計 2,029,136 1,723,350

（純資産の部）

　株主資本 1,180,180 1,397,306

純資産合計 1,180,180 1,397,306

負債純資産合計 3,209,316 3,120,656

科　　目
当　期

2019年9月  1日から
2020年8月31日まで

前　期
2018年9月  1日から
2019年8月31日まで

売上高 1,681,653 1,665,772

　売上原価 867,286 828,897

　売上総利益 814,367 836,874

　販売費及び一般管理費 782,726 755,800

営業利益 31,641 81,074

　営業外収益 9,256 20,381

　営業外費用 11,878 11,949

経常利益 29,019 89,505

　特別利益 66,530 12,746

　特別損失 299,378 66,530

税引前当期純利益又は純損失（△） △203,829 35,721

　法人税、住民税及び事業税 1,122 14,102

　法人税等還付税額（△はプラス） △12,036 ―

　法人税等調整額 24,210 19,867

当期純利益又は純損失（△） △217,126 1,751

( ) ( )

貸借対照表（要旨） （単位：千円）　2020年８月期における我が国
経済は、企業収益や雇用環境の改
善を背景に緩やかな回復基調で推
移したものの、米中貿易摩擦や消
費税増税による景気の冷え込みが
懸念されるなど先行き不透明な状
況が続く中、新型コロナウイルス
感染拡大が輸出入をはじめとする
あらゆる経済活動に影響を及ぼ
し、景気は世界的に減速を余儀な
くされました。
　このような情勢の中、当社グループは収益を確保し事業を拡
大するため、各事業を改めて精査し、選択と集中による経営資
源の効率化に注力してまいりました。
　上海子会社の清算や不稼働資産の早期償却を積極的に行った
結果、損失を計上することとなりましたが、当社グループでは、
これらの取り組みが2021年8月期の収益拡大につながるものと
考えております。
　新型コロナウイルスの流行により、オンラインショッピング
や動画配信サービスなど、自宅でネットを活用して楽しむ消費
活動が盛んとなった2020年。「Withコロナ」「Afterコロナ」が
提唱される中、こうした消費活動は一過性に留まるものではあ
りません。当社グループは、より一層デジタルコンテンツの制
作・配信に力を注ぐとともに、Webコミュニケーションシステ
ムの提供やヘルスケア（EC）事業の拡充を通じて、人々の生活
をより豊かにできるよう努めてまいります。
　株主の皆様におかれましては、相変わらぬ厳しくも温かなご
支援を賜りますようお願い申し上げます。

代表取締役社長

VALUE YOUR LIFE with
Global Human Communication.

● メディア
　メディア事業に関しましては、広告収入を中心としつつ、自社Web
サイト内における課金収入の強化を図ることで、SEOのみに依拠しな
い多角的な収益構造の構築を進めてまいります。

● XR
　他社との協業による自社独自開発のリアルタイム実写立体動画撮影
技術「SUPERTRACK」のサービス拡大及び新規サービス、プラット
フォームの立上げ（MR技術の活用を含む多機能的なWebコミュニ
ケーションのためのシステム）に注力いたします。

● ヘルスケア（EC）
　これまでは「越境＝海外」「BtoC」を中心としたECの運営を進めて
まいりましたが、今後は「国内」「BtoB」も視野に、顧客基盤の確保
と販売経路の拡大に注力。美容・医療を中心に、心身ともに人々が健
康になれるサービスの提供を目指してまいります。

● One to One Marketing
　電話による直接鑑定や他社プラットフォームへのサービス提供によ
る安定的な利益確保と、新規サービスの運営強化による収益増に努め
てまいります。

● 占いコンテンツ
　統一IDや共通ポイントの運用強化により、引き続き自社サイト内に
おけるユーザー回遊率の向上に注力するとともに、中国、その他アジ
アを中心に配信先を拡充してまいります。

事業戦略―既存事業の拡大と新規事業への投資―

　当社グループは、既存事業の拡大
による安定的な収益を確保すると同
時に、積極的な投資による新規事業
の育成を重視し、「人と人をつなぐ」
というコアバリューを軸に、６つの
事業を展開してまいります。

株主の皆様へ 企業理念 財務諸表（個別）
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